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Ⅰ 案件概要 
国名 チリ共和国 

協力期間 2002 年 7 月～2007 年 6月 

相手国側機関 鉱業省地質鉱山局(SERNAGEOMIN) 

日本側協力機関 経済産業省 

協力金額 698 百万円 

関連協力 プロジェクト方式技術協力プロジェクト「資源環境研修センター」(1994～1999 年) 

上位目標 
1.チリ政府は休廃止鉱山による鉱害を防止する 
2.SERNAGEOMIN は閉山対策に係る技術指導を行う 
3.SERBAGEOMIN は国内鉱山の情報をデータベースとして整備する 

プロジェクト目標 

1.SERNAGEOMIN は稼動鉱山及び休廃止鉱山の実態を把握する。SERNAGEOMIN は環境への影響を含む休
廃止鉱山の情報をデータベースとして整備する 
2.SERNAGEOMIN は閉山を含む鉱業による環境被害を最小限にし、且つモニタリングするための計画を
評価できる能力を有する 

成果 

1.プロジェクトで計画されている各投入が完全に遂行される 
2.公害防止に関する基本的な知識がSERNAGEOMINの鉄鉱監督官に普及する 
3.SERNAGEOMINの休廃止鉱山の実態調査のための技術力が強化される 
4.SERNAGEOMINは成果3の実態調査で取得した情報を格納するための改良版データベース・システムを
保有する 
5.SERNAGEOMINは閉山のための技術的な対策を評価するための能力を向上させる 
6.SERNAGEOMINは閉山のためのモデル稼動鉱山に関し、鉱害を監督・検査するための技術を強化する 
7.SERNAGEOMINは閉山のためのモデル稼動鉱山及び休廃止鉱山に関し、鉱害防止対策の計画を評価で
きる能力を向上させる 
8.SERNAGEOMINの環境評価能力が強化される 
9.SERNAGEOMINの化学分析の能力及び分析機器の管理のための技術が向上する 
10.SERNAGEOMINは科学分析結果の解析・評価のための技術を習得する 

投入(日本) 投入(相手側) 

専門家派遣 長期 9人、短期 8人 C/P 配置  36 名 

機材供与 約 1億 5,217 万円 機材購入 N.A. 

ローカルコスト 約 9,496 万円 ローカルコスト 12 億 1,117 万ペソ 

研修員受入 19 人(日本へのカウンターパート研修) 土地・施設提供 日本人専門家執務室 

その他 N.A. その他 N.A. 

Ⅱ 評価結果 (評価 5 項目) 

総合評価  

本プロジェクトは、鉱害防止の監督機関である鉱業省地質鉱山局(以下、SERNAGEOMIN)に対して、鉱山調査、調査結果の
データベース、環境防止対策計画の策定・審査に関する知識・技術を向上させることにより、同局が閉山計画の審査・監
督を効果的に実施できるよう支援したものである。OJT 形式で実際に業務を行うことで、未経験な状態から左記の業務が
実施できるようになり、能力向上という所期の目標は一定程度、達成したと言える。事後評価時点でも、業務形式が一部
変わったものがあるが、機能としては同様に継続している。SERNAGEOMIN からは業務実施のためには予算が十分でないと
の回答があったが、効果は持続していると言える。 
以上より、本プロジェクトの評価は高いと言える。 
<評価の制約等> 
本プロジェクトでは、第一に、プロジェクトの目標及び成果の到達目標(指標)の大半が重複したり、具体的に検証でき
るものでなかったりしていた他、数値目標が設定されていなかったため、計画に対する実績の比較ができなかった。よっ
て、目標や成果のレベルでプラスの変化が確認されれば、「一定の改善があった」と記載するに留めざるを得なかった。
第二に PDM に記載された成果(上記)の重複があった。上記の成果 1 は投入結果である。成果 2 は成果 3 から成果 10 を纏
めたものであり、成果 10 は成果 9と重複しているため、成果から重複分を外し、整理した上で分析・検証を行った。 
<JICA への提言> 
 効果発現の検証を的確に行うために、プロジェクトの目標・成果に対して数値目標を設定する。数値目標が設定できな
い場合は、定性的な方法で目標達成を判断しうる基準を明記する。また、PDM 作成において、成果と目標間のロジックが
適切なものとなるよう(目標の言い換えや重複がないよう)、留意する。 

 

1 妥当性  

1.チリ国開発政策との整合性 
 2000 年に就任したラゴス大統領は環境問題を重視し、環境を犠牲にしない経済開発を推進しようとしていた。2007 年に発
表された「4か年国家開発計画」(2007～2010 年)でも、環境対策を含む「生活の質の向上」が 4つの柱の一つとなっている。
また、2000 年にチリ政府と鉱業セクターは協働・合意により公害対策計画を策定しており(Clean Production Framework
Agreement—Large Scale)、これに関連して 2002 年 11 月、「鉱業・廃水に関するガイドライン」が作成された。 
2.チリ国開発ニーズとの整合性 
 チリは世界最大の銅産出国であるが、休廃鉱山の修復義務が規定されておらず、多くが放置されたまま実態すら把握され
ていなかった。そのため、自然災害や近隣住民への影響が懸念されていた。現在、鉱害は減少しているものの、今後閉山さ



れる鉱山への対処方策として、安全面を含めた鉱山調査のニーズは高いと思われる。 
3.日本の援助政策との整合性 
 現地 ODA タスクフォースにおける確認を踏まえ、2005 年のチリ政府との政策協議により、環境保全・健康改善を含む 4 分
野が重点分野として選定された。これに沿った JICA の 4 協力プログラムの一つが「環境行政能力向上」である。また、日
本はチリの南南協力支援を行っており、ボリビアを含む中南米地域において鉱山分野で協力を行っている。このことから、
同様の課題を抱える他国へ本プロジェクトによる成果の普及の可能性があると期待されていた。 
 以上より、本プロジェクトの実施はチリ国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、妥当性は高
い。 

2 有効性･インパクト  

1.プロジェクトの成果及びプロジェクト目標達成度 
 本プロジェクトでは以下の成果が産出され、SERNAGEOMIN の一定の能力強化が行われたと言える。 
1)休廃止鉱山の調査様式(E-400)を改訂し、213 鉱業施設を調査し、調査結果をプロジェクトで改修したデータベースに蓄積
した。 
2)稼動鉱山の調査様式(E-500)を用いて、未実施の状態から 19 稼働鉱山の鉱害調査を実施した。 
3)日本人専門家が実施するセミナーの受講や OJT により、延べ 96名の職員が閉山対策評価に関する新たな知識を習得した。
4)日本人専門家が実施するセミナーにおいて鉱害対策の計画策定・費用算出が実例を用いて行えるようになった。 
5)環境影響評価のガイドライン案を作成し、見直しを経て最終版を完成させた。 
6)鉱害調査に関連する化学分析の標準書が合計 13 冊作成され、一定期間(30 日)以内に分析可能な採取サンプル数が増加し
た。 
これら 1)から 6)の要素は、閉山計画を審査し、監督するために不可欠なものである。この結果、SERNAGEOMIN は鉱山法案
規則に基づいて 50 の閉山計画を新たに審査し、監督するようになった。よって、プロジェクトの成果として目標が達成さ
れたと言える。 
2. 間接的効果の発現状況及びその他正負の間接的効果 
 本プロジェクトのインパクトとして、数値データは確認できなかったものの、SERNAGEOMIN によると、鉱山・廃さい場から
の粉塵、廃さい場の崩壊事故、鉱排水流出による河川の水質汚染、騒音・振動といった鉱害が減少しているとのことである。
また、SERNAGEOMIN はプロジェクト終了後も鉱山モニタリングや安全指導セミナーを実施しており、その評判により、環境
評価や審査に関するコンサルティングや技術支援の依頼が増加した。 
以上より、本プロジェクトの実施により、概ね目標どおりの効果発現がみられ、有効性は高い。 

3 効率性  

1.成果 
 「有効性・インパクト」の 1.で述べたとおり、本プロジェクトは所期の成果を産出している。 
2.投入要素 
 本プロジェクトへの投入は「案件概要」のとおり。期間中に、専門家の派遣遅れや機材の通関遅れにより、活動の一部が
遅延したが、最終的には成果は達成された。終了時評価ではこれら以外は「質、量、タイミングともに投入は成果に効率的
に転換された」と分析されており、成果の産出には最終的に影響はなかったと言える。 
3.協力期間・協力金額 
 計画 60 ヶ月に対して実績 60 ヶ月であり、計画通りであった(計画比 100%)。 
協力金額は計画 530 百万に対して実績 698 百万であり、計画を上回った(計画比 131%)。なお、終了時評価では投入計画と
実績の比較はされておらず、投入量について問題点は指摘されていない。 
 以上より、本プロジェクトは成果の達成に対して投入金額が一部不適切であり、効率性は中程度である。 

4 持続性  

1.政策制度面 
 2010 年 3 月発足のピニェラ政権が発表した大統領教書(2014 年までに目指すチリ社会像)では、環境保護、環境負荷のない
市場成長、鉱業セクターの重要性について述べられている。また、同時期に就任した SERNAGEOMIN 局長は、同局の新規方針
の一つに鉱業情報のオンライン化を挙げている他、鉱山労働安全性も重要な課題とし、事故・災害の防止体制を強化すると
ともに、監督官の訓練に力を入れると述べている点が、本プロジェクトの内容と整合している。また、プロジェクト実施以
前からの懸案であった閉山法が 2010 年 3 月にようやく国会承認され、閉山計画の審査が法的に推進される促進される環境
が整った。 
2.カウンターパートの体制・技術 
 鉱害防止関連業務(休廃止鉱山の実態調査とデータベース管理、閉山計画の評価、鉱害の評価、鉱害防止対策計画の評価、
環境影響評価、化学分析)遂行にあたり、プロジェクト期間中とほぼ同様の人員配置が行われている。カウンターパートで
あった職員は、現在も 36名中 30 名が勤務しており、新入職員に対しては研修と OJT で能力強化が行われている。しかしな
がら、SERNAGEOMIN の自己評価によると、一部分野の人員不足(稼働鉱山の監督・調査、科学分析)と能力不足(稼働鉱山の調
査、鉱害対策の計画策定・費用算出)があるが、これ以外に技術的な不安要素はないと思われる。この他、プロジェクトで
作成された各種マニュアルは全て職員が利用可能な状態にある。また、供与された主要機材は定期点検が行われ、一部修理
履歴があるものの、これらを含めて全て稼働している。 
3.カウンターパートの財務 
 SERNAGEOMIN の 2010 年の予算は 12,232 百万ペソである。プロジェクト終了の 2007 年(7,226 百万ペソ)以降、業務費は年々
増えているものの、SERNAGEOMIN によると「鉱害防止・鉱山調査のための業務遂行には予算は十分でない」とのことである。
近年、予算の大半は火山災害と鉱業の安全性に関連する項目に配分されている。 
4.効果の持続状況 
 SERNAGEOMIN は 2010 年 5 月までに鉱山保安規則に基づいた閉山計画の審査を 231 件行っている。プロジェクト終了時が 50
件であったことと比較すると、プロジェクトで目指した効果が継続・発展していると言える。上述の「有効性・インパクト」
の項目で延べた SERNAGEOMIN の機能強化のうち、現時点でも 2)以外は同じ方法で業務が継続して実施されており、能力も十
分であると自己評価している。2)については調査様式が変更されたが、稼働鉱山の鉱害に関する環境評価自体は実施してい
る。 



 以上より、本プロジェクトは、カウンターパートの技術、財務状況の一部に軽度な問題があり、本プロジェクトによって
発現した効果の持続性は中程度である。 

 


